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海外市場の動向について 

【海外市場の概況】 

海外株式市場は､各種景気指標やサブプライムローン（信用力の低い個人向け住宅融資）問題

に係る情報の発表等を受けて、1 月中旬以降、乱高下する展開となっていました。 

こうした地合いの中、2月29日は、世界の金融機関の損失が少なくとも6000億ドル（約63兆円）

に上る可能性が高いとの見方を欧州の金融機関が示したことや、米保険最大手の米アメリカン・イ

ンターナショナル・グループ（ＡＩＧ）が 10－12 月決算において、サブプライム問題の深刻化に伴い、

信用リスク保証取引で111億ドル(約 1兆2,000億円)の評価損を計上したこと、ニューヨークの原

油先物相場が高止まりしていることなどから、海外の株式市場は軟調な展開となりました。この

結果、前日比で米ダウ工業株30種、S&P500指数はそれぞれ2.5%、2.7%の下落、欧州株式市場も

米国株式市場の影響を受け､英FT100指数、独DAX指数がそれぞれ1.4%、1.7%の下落となりまし

た。米国市場の下落を受けた本日のアジア市場でも、豪 ASX200 指数が▲3.0%となるなど下落基

調となっています（午前 9時 45 分現在）。海外リート市場も同様に下落し、S&P シティグループグロ

ーバルリート指数で▲1.9%となりました。 

 

為替市場では、バーナンキＦＲＢ議長が景気てこ入れのために追加利下げの用意があると示唆

したことや、2001年の景気後退以上に今回は対応が難しいと語ったことなどから、先週は108円台

から 104 円台まで円高ドル安が進みました。その後も追加利下げ観測などからドルの先安感が強

まるなか、世界的な株安や信用不安を背景に、リスク資産圧縮の動きから円借り取引(円キャリート

レード)を巻き戻す動きも加わり、3 月 3 日公表仲値においては、103 円 07 銭となっています。 

 

【今後の見通しについて】 

当面の注目材料は、依然として FRB の追加利下げと主要中央銀行の協調姿勢、モノライン(金

融保証会社)主要各社の格付け動向、またサブプライム問題が欧米の金融機関に与える影響度合

いなどが挙げられます。 

しばらくの間、海外株式市場は上記のような材料に反応しやすく、大きく上下しやすい状況が継

続すると予想されます。しかしながら、中期的に見た場合、以下の要因から世界の株式市場は依

然として投資妙味があると考えられます。 

① 中国経済をはじめとした新興諸国経済では高成長が持続していること。新興諸国では中

間所得層の増大による個人消費やインフラ投資など内需の寄与が大きいため、外需減速
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による影響は限定的と見られます。 

② 債券利回りと比べた株式市場の割安感。株式市場全体の配当利回りが短期国債利回りを

上回るかそれに近い水準で推移している国が散見されます。また、原油高などによる巨額

の外貨準備を背景とした SWF（政府系ファンド）は株価が大きく売り込まれた欧米の主要

投資銀行へ積極的に出資しています。 

③ 金融緩和期待。1月の計1.25%にも及ぶ利下げ後も米国FF金利は3.0%と依然引き下げ余

地があり、市場関係者の間では、次回 3 月 18 日の FOMC（米連邦公開市場委員会）でも

追加利下げが行われるとの見方が強まっています。 

グローバル REIT 市場におきましても、不動産ファンダメンタルズに対して株価の調整ペースが

急であったため、REIT の割安感が強まっており、大幅な調整は考え難いと見ています。 

また、為替市場については､日銀の利上げ再開が展望し難い中、内外金利差は依然として大き

く、円高局面では、国内の個人及び機関投資家による海外証券投資が再度拡大することが見込ま

れることなどから、一方向に円高が進む可能性は高くないと見ております｡ 

 
（ご参考：米ダウ工業株 30 種平均指数の推移 2007 年１月 1 日～2008 年 2 月 29 日） 
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(出所：Bloomberg よりみずほ投信投資顧問が作成)
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 [投資信託のお申込みに際しての一般的な留意事項] 

● 投資信託に係るリスクについて 

投資信託は、主に国内外の株式、公社債および不動産投資信託証券などの値動きのある
証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されている
ものではなく、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等を要因として、
基準価額の下落により損失が生じ、投資元金を割り込むことがあります。 
また、投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、
投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、お申込みの際
は投資信託説明書（目論見書）の内容をよくお読みください。 
投資信託は、預金商品、保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対
象ではありません。登録金融機関は、投資者保護基金には加入しておりません。投資信
託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。 
● 投資信託に係る費用について 

みずほ投信投資顧問株式会社が運用する投資信託については、ご投資いただくお客さま
に以下の費用をご負担いただきます。 
■直接ご負担いただく費用 

お申込み手数料 ：上限 3.675％（税込） 

解約手数料 ：解約の価額の水準等により変動する場合があるため、あ

らかじめ上限の料率等を示すことができません。 

信託財産留保額 ：上限 0.5％ 

■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用 

信託報酬（※） ：上限 2.2575％（税込） 

※ 基本的な料率の状況を示したものであり、成功報酬額の加算によって、

ご負担いただく費用が上記の上限を超過する場合があります。成功報酬

額は基準価額の水準等により変動するため、あらかじめ上限の額等を示

すことができません。 

■その他費用 

上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。 

投資信託説明書（目論見書）等でご確認ください。 

《ご注意》 

上記に記載しているリスクや費用の項目につきましては、一般的な投資信託を想定して
おります。費用の料率につきましては、みずほ投信投資顧問株式会社が運用するすべて
の投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。
投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なります。 
投資信託の取得のお申込みを取扱う場合には、販売会社から投資信託説明書（目論見書）
をあらかじめ、または同時にお渡しいたしますので、必ずお受取りになり、投資信託説
明書（目論見書）の内容をよくお読みいただいた上、お客さまご自身が投資に関してご
判断ください。 
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